
（平成２３年４月１３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 17 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 12 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城国民年金 事案 1370 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年８月から 59 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年８月から 59 年６月まで 

私は、国民年金の加入記録を照会したところ、申立期間について国民

年金保険料を納付していることが確認できないとの回答をもらった。会

社を退職した時に会社から国民年金の加入を勧められ、Ａ市で国民年金

の加入手続をし、保険料を納付したので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金の加入期間に未納期間が無く、申立

期間も 11 か月と短期間である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 58 年９月 30 日にＡ市で

払い出されていることから、申立人の国民年金保険料は加入手続を行った

時点では、現年度納付をすることが可能であり、同市で国民年金の加入手

続を行い、保険料を納付していたとする主張に不自然さは無い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1371 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年１月から同年３月までの期間並

びに平成３年１月及び同年２月の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 63 年１月から同年３月まで 

             ② 平成３年１月及び同年２月 

             ③ 平成６年１月 

国民年金保険料納付記録について照会したところ、申立期間について

は納付事実が確認できないとの回答であった。 

夫婦二人分の保険料を未納が無いように納付していた記憶があるので、

申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②は、それぞれ３か月及び２か月と短期間である。 

また、申立期間①及び②に近接する期間の国民年金保険料は納付済みと

されていることから、申立期間①及び②についても、納付書が発行され、

保険料を納付することが可能であったと考えられるなど、申立内容に不自

然さは無く、当該期間当時に保険料を納付することが困難な状況にあった

と確認される事情もみられない。 

一方、申立期間③については、オンライン記録によると、申立人は、申

立期間③直後の平成６年２月及び同年３月分の国民年金保険料を、８年３

月 25 日に納付していることが確認できる。また、当時の過年度保険料に

係る納付書は、原則として、未納とされている期間を一括して作成されて

おり、申立人は、申立期間③、６年２月及び同年３月分の３か月分が一括

された納付書を所持していたものと考えられることから、同年２月及び同

年３月分の保険料を納付した８年３月 25 日の時点では、申立期間③の保

険料は時効により納付することができなかったものと推測される。 



さらに、申立人から聴取しても、遡って納付した記憶は無いとしている

など、ほかに申立期間③の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 63 年１月から同年３月までの期間並びに平成３年１月及び同年２月

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1372 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年１月から同年３月までの期間並

びに平成３年１月及び同年２月の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 63 年１月から同年３月まで 

             ② 平成３年１月及び同年２月 

             ③ 平成６年１月 

国民年金保険料納付記録について照会したところ、申立期間について

は納付事実が確認できないとの回答であった。 

妻が、夫婦二人分の保険料を未納の無いように納付していた記憶があ

るので、申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②は、それぞれ３か月及び２か月と短期間である。 

また、申立期間①及び②に近接する期間の国民年金保険料は納付済みと

されていることから、申立期間①及び②についても、納付書が発行され、

保険料を納付することが可能であったと考えられるなど、申立内容に不自

然さは無く、当該期間当時に保険料を納付することが困難な状況にあった

と確認される事情もみられない。 

一方、申立期間③については、オンライン記録によると、申立人は、申

立期間③直後の平成６年２月及び同年３月分の国民年金保険料を、８年３

月 25 日に納付していることが確認できる。また、当時の過年度保険料に

係る納付書は、原則として、未納とされている期間を一括して作成されて

おり、申立人は、申立期間③、６年２月及び同年３月分の３か月分が一括

された納付書を所持していたものと考えられることから、同年２月及び同

年３月分の保険料を納付した８年３月 25 日の時点では、申立期間③の保

険料は時効により納付することができなかったものと推測される。 



さらに、夫婦二人分の保険料を納めたとする申立人の妻から聴取しても、

遡って納付した記憶は無いとしているなど、ほかに申立期間③の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 63 年１月から同年３月までの期間並びに平成３年１月及び同年２月

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1374 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年８月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年８月から 47 年３月まで 

私は、理容店で働いていた時に 20 歳になったので、国民年金の加入

手続を行い、国民年金保険料は店に来ていた集金人や金融機関窓口で納

付していた。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は８か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除く国民年金

加入期間については国民年金保険料を全て納付していることから、納付意

識の高さがうかがえる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期は、申立人の手帳記号

番号の前後の任意加入被保険者の資格取得年月日から、昭和 46 年９月頃

と推認され、申立人が、20 歳になってすぐに国民年金の加入手続を行い

ながら、国民年金保険料を納付しなかったとするのは不自然である。 

さらに、平成 22 年 11 月 16 日に、申立人の所持する領収証書により、

昭和 50 年４月から 51 年３月までの期間が「未納」から「納付済み」に記

録訂正されており、行政側の記録管理が適切に行われていなかった可能性

がうかがわれる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1375 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年８月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年８月から 52 年３月まで 

私は、当時、美容院で働いており、申立期間の国民年金保険料は、社

会保険事務所（当時）から送られてきた納付書により、金融機関の窓口

で納付したと記憶している。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は８か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除く国民年金

加入期間については国民年金保険料を全て納付していることから、納付意

識の高さがうかがえる。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を社会保険事務所から送ら

れてきた納付書により納付したと主張しているところ、国民年金手帳記号

番号払出簿により、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 52 年８月 30 日

に払い出されていることが確認でき、申立期間の保険料は過年度保険料と

なるところ、当時の過年度保険料の取扱いとして、社会保険事務所では、

「（20 歳到達時などに）遡及して国民年金被保険者資格を取得した者に

対しては、国民年金保険料の過年度納付書を送付していた。」としていた

ことから、少なくとも１回は申立期間に係る納付書が発行されていたもの

と考えられ、申立人の申立期間後の保険料は全て現年度納付されているこ

とを踏まえると、申立人が、社会保険事務所から送られてきた納付書によ

り納付したのは申立期間の保険料であったと推認される。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2089 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における申立期間

①の資格喪失日に係る記録を昭和 36 年９月１日に、申立期間②の資格取

得日に係る記録を 39 年 10 月 23 日に、申立期間③の資格取得日に係る記

録を 41 年９月１日に、申立期間④の資格喪失日に係る記録を 63 年 11 月

１日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額を１万 8,000 円、申立期間②の

標準報酬月額を３万 6,000 円、申立期間③の標準報酬月額を４万 2,000 円、

申立期間④の標準報酬月額を 32 万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①、③及び④の厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月 21 日から同年９月１日まで 

② 昭和 39 年 10 月 23 日から 40 年３月 21 日まで 

③ 昭和 41 年９月１日から 42 年２月 15 日まで 

④ 昭和 63 年９月 21 日から同年 11 月１日まで 

私は、Ａ株式会社に昭和 35 年４月 21 日から勤務し、系列会社で転勤

しただけで転職や休職をしたことは無い。厚生年金保険の加入期間に欠

落があるのは納得できないので、申立期間について厚生年金保険の加入

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、元事業主及び複数の元同僚の証言から判断すると、

申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（Ａ株式会社から

有限会社Ｂに異動）、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 



なお、異動日については、有限会社Ｂが厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは昭和 36 年９月１日であることから、申立人の被保険者資格は、

同日までＡ株式会社において有することが妥当である。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社にお

ける昭和 36 年３月のオンライン記録から、１万 8,000 円とすることが妥

当である。 

申立期間②について、元事業主及び複数の元同僚の証言から判断すると、

申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（有限会社Ｂから

Ａ株式会社に異動）、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人は、昭和 39 年６月頃からＡ株式会社

Ｃ出張所の開設準備に従事していたとしているところ、オンライン記録に

おいては、同年 10 月 23 日に有限会社Ｂにおける厚生年金保険被保険者資

格を喪失していることから、同日をＡ株式会社における被保険者資格の取

得日とすることが妥当である。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社にお

ける昭和 40 年３月のオンライン記録から、３万 6,000 円とすることが妥

当である。 

申立期間③について、元事業主及び複数の元同僚の証言から判断すると、

申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（Ａ株式会社Ｄ支

店からＡ株式会社に異動）、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人と一緒に勤務していた同僚は、「昭和

41 年９月から、人事のみ本社で一括管理するようになった。」と回答し

ていることから、申立人のＡ株式会社の資格取得日を 41 年９月１日とす

ることが妥当である。 

また、申立期間③の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社にお

ける昭和 42 年２月のオンライン記録から、４万 2,000 円とすることが妥

当である。 

申立期間④について、元事業主及び複数の元同僚の証言から判断すると、

申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（Ａ株式会社から

株式会社Ｅに異動）、申立期間④に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人は、昭和 63 年８月頃から株式会社Ｅ

の設立準備に従事していたとしているところ、同社が厚生年金保険の適用

事業所となったのは同年 11 月１日であることから、申立人の被保険者資

格は、同日までＡ株式会社において有することが妥当である。 

また、申立期間④の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社にお



ける昭和 63 年８月のオンライン記録から、32 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立期間①、③及び④における申立人に係る保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、元事業主は、納付したかどうか

は不明であるとしており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い

ことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会

保険事務所（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資

料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

なお、事業主が申立期間②における申立人に係る保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、元事業主は、納付したかどうかは不明であ

るとしているが、雇用保険及び厚生年金保険の記録における資格取得日が

同じであり、公共職業安定所及び社会保険事務所の双方が誤って同じ資格

取得日と記録したとは考え難いことから、当該社会保険事務所の記録どお

りの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る申立期間②の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立

期間②に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2100 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ株式会社における申立人の被保険者

記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 36 年５月 24 日）及び資格

取得日（昭和 36 年６月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を１

万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年５月 24 日から同年６月１日まで 

年金事務所の回答では、申立期間の厚生年金保険加入記録は見当たら

ないとのことであるが、Ａ株式会社のＢ営業所は昭和 36 年６月に新設

され、私は、同時に同社本社から同社Ｂ営業所へ転勤となったものであ

り、申立期間は退社したことも無く継続して勤務しており、給与も前後

と変わらなかったので、厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人は、

同社本社において昭和 34 年４月１日に被保険者資格を取得し、36 年５月

24 日に資格を喪失後、同年６月１日に当該事業所において再度資格を取

得しており、同年５月の申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、雇用保険の加入記録及び複数の同僚の証言により、申立人は、

申立期間もＡ株式会社に継続して勤務していたことが認められる上、同僚

の一人は、申立人が申立期間当時も同社に継続して勤務し、昭和 36 年６

月１日頃に同社本社から同社Ｂ営業所へ異動したと証言している。 

また、オンライン記録によると、申立人と同様に、Ａ株式会社本社から

同社Ｂ営業所へ昭和 36 年又は 37 年に異動したとする複数の同僚は、同社

Ｂ営業所が厚生年金保険の適用事業所となった 38 年３月 20 日まで、同社



本社において被保険者記録が継続している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る申立期間前後

の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 4,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

当該事業所は既に解散しており、申立期間当時の事業主は既に死亡してい

る上、その後の事業主及びほかの役員も死亡又は連絡先が不明のため確認

できないが、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提

出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは

考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及

び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

昭和 36 年５月の保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2103 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得

日に係る記録を昭和 46 年 11 月 14 日に、資格喪失日に係る記録を 47 年４

月 14 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を５万 2,000 円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 46 年 11 月 14 日から 47 年４月 14 日まで 

私は、昭和 46 年 11 月にＡ株式会社に採用されたが、採用されたＡ株

式会社ではなくＢ社で 47 年４月まで勤務したものの、給与はＡ株式会

社から支給された。 

給与から厚生年金保険料が控除されていたことをＢ社の社長が証言し

ており、Ａ株式会社からの「年金加入証明書」もあるので、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社は、「申立人は、当社で採用し、勤務先はＢ社であり、給与

は当社が支払い、申立人の給与から厚生年金保険料を控除していた。」と

回答している。 

また、Ｂ社は、「申立人が申立期間において当社で勤務し、給与はＡ株

式会社から支給され、申立人の給与から厚生年金保険料が控除されてい

た。」と回答している。 

さらに、申立人が所持する当該事業所の申立人に係る「年金加入証明

書」により、申立人が申立期間に厚生年金保険に加入し、標準報酬月額は

５万 2,000 円であることが確認できる。 

加えて、Ａ株式会社は、「当社で採用し、勤務先はほかの事業所であっ



た勤務期間が５か月以内の従業員についても、給与は当社が支給し、給与

から厚生年金保険料を控除して社会保険事務所（当時）に納めていた。」

と回答しており、健康保険厚生年金保険被保険者原票において、昭和 46

年 10 月 20 日から 47 年４月 21 日の間に当該事業所で資格を取得している

52 名の被保険者期間をみると、５か月の者が 22 名、４か月以内の者が 14

名いることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ株式会

社に継続して勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人が所持する「年金加

入証明書」及び当該事業所における申立人と同年代の被保険者に係るオン

ライン記録から、５万 2,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業所は当時の書類等は無く、不明としているが、仮に事業主から申立人

に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資

格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会において

も社会保険事務所が当該届出を記録していないことは通常の事務処理では

考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届

出は行われていないと認められる。その結果、社会保険事務所は申立人に

係る昭和 46 年 11 月から 47 年３月までの保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2104 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 17 年１月１日から 20 年１月１日まで

の期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の

有限会社Ａにおける標準報酬月額に係る記録を 17 年１月から同年４月ま

では 28 万円、同年５月から同年 12 月までは 26 万円、18 年１月から同年

12 月までは 36 万円、19 年１月から同年 10 月までは 34 万円、同年 11 月

及び同年 12 月は 36 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間のうち、平成 20 年１月１日から 22 年１月 21 日までの

期間について、標準報酬月額の決定又は改定の基礎となる 19 年４月から

同年６月までは標準報酬月額 34 万円、同年 11 月から 20 年１月までは標

準報酬月額 41 万円、同年４月から同年６月まで、及び 21 年４月から同年

６月までは標準報酬月額 38 万円に相当する報酬月額が事業主により申立

人へ支払われていたと認められることから、申立人の有限会社Ａにおける

標準報酬月額に係る記録を 20 年１月は 34 万円、同年２月から同年８月ま

では 41 万円、同年９月から 21 年 12 月までは 38 万円に訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 平成 16 年８月１日から 22 年１月 21 日まで 

私が有限会社Ａで働いていた時の標準報酬月額を「ねんきん定期便」

で確認したところ、入社した時からずっと 24 万円になっている。会社

からもらっていた賃金台帳の写しのとおり 38 万円の給料をもらってい

たので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

 



第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 16 年８月１日から 22 年１月 21 日までの期間に係る年

金記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適用について

は、特例的に、厚生年金保険の保険料徴収権が時効により消滅した期間の

うち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間につい

ては、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「厚生年金特例法」という。）を、その他の期間については、厚生

年金保険法を適用する、という厚生労働省の見解が示されたことを踏まえ

て、当委員会では、上記各期間において、その期間に適用される法律に基

づき記録訂正が認められるかを判断することとしている。 

申立期間のうち、平成 16 年８月１日から 20 年１月１日までの期間につ

いては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間

であるから厚生年金特例法を、同年１月１日から 22 年１月 21 日までの期

間については、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅してい

ない期間であるから厚生年金保険法を適用する。 

申立人は、申立期間の標準報酬月額と給与支給額との相違について申し

立てているところ、申立期間のうち、平成 16 年８月１日から 20 年１月１

日までの期間については、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又

は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であり、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することになる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、申立人

から提出された賃金台帳における厚生年金保険料額及び報酬月額並びに申

立人に係る所得状況についての市役所の回答において確認できる社会保険

料控除額及び給与収入から、平成 17 年１月から同年４月までは 28 万円、

同年５月から同年 12 月までは 26 万円、18 年１月から同年 12 月までは 36

万円、19 年１月から同年 10 月までは 34 万円、同年 11 月及び同年 12 月

については 36 万円とすることが妥当である。 

また、当該事業所の商業登記簿によると、申立人は、取締役であった期

間が確認できるところ、事業主及び同僚は、「申立人の仕事は受付及び現

場業務等であり、給料計算や社会保険の届出等には関与していなかっ

た。」と回答している。 

一方、申立期間の標準報酬月額のうち、平成 16 年８月から同年 12 月ま

でについては、申立人に係る所得状況についての市役所の回答において確

認できる社会保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録にお

ける標準報酬月額を超えていないことから、当該期間の標準報酬月額に係

る記録の訂正を行う必要は認められない。 



なお、申立期間のうち、厚生年金特例法によるあっせんの対象となる期

間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、「健

康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届」によると、事業主は、

オンライン記録どおりの標準報酬月額 24 万円に見合う報酬月額を社会保

険事務所（当時）に届け出ていたことが認められ、事業主は賃金台帳及び

申立人に係る所得状況についての市役所の回答において確認できる保険料

控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、

当該報酬月額に見合う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

他方､申立期間のうち、平成 20 年１月１日から 22 年１月 21 日までの期

間に係る標準報酬月額については、オンライン記録によると 24 万円と記

録されているものの、申立人から提出された賃金台帳によると、標準報酬

月額の決定又は改定の基礎となる 19 年４月から同年６月までは標準報酬

月額 34 万円、同年 11 月から 20 年１月までは標準報酬月額 41 万円、同年

４月から同年６月まで、及び 21 年４月から同年６月までは標準報酬月額

38 万円に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたこと

が確認できる。 

したがって、申立人の有限会社Ａにおける標準報酬月額に係る記録を平

成 20 年１月は 34 万円、同年２月から同年８月までは 41 万円、同年９月

から 21 年 12 月までは 38 万円に訂正することが必要である。 



宮城国民年金 事案 1373 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年６月から 50 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 49 年６月から 50 年４月まで 

当時、私は学生であったが、母親が行政区長から国民年金の加入を勧

められ、私の将来のために加入手続を行い、国民年金保険料は自宅に集

金に来たＡ団体の者に毎月支払ったとしている。 

母親が、私の国民年金保険料を納付したことは確かなので、申立期間

を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 57 年４月 16 日に払い出されている上、申立人に係る国民年金被

保険者台帳及びＢ町（現在は、Ｃ町）の国民年金被保険者名簿によれば、

申立人は、同年１月 10 日に国民年金被保険者資格を取得していることが

確認できることから、申立期間は未加入期間となり、納付書は発行されず、

申立期間に係る国民年金保険料を納付することができなかったものと考え

られるほか、申立期間当時に別の手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

また、申立人の母親は、毎月、Ａ団体に保険料を納付したと述べている

が、Ｃ町が保管している母親の国民年金被保険者名簿によると、納付日が

確認できる昭和 50 年１月から同年６月までの保険料は、３か月ごとの納

付となっており、申立人の母親が述べる納付方法と相違している。 

さらに、申立人及びその母親が申立期間に係る国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1376 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年４月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年４月から同年９月まで 

申立期間の国民年金保険料については、私の妻が、平成５年５月にＡ

町役場（現在は、Ｂ市Ｃ支所）で納付し、その際の領収証書を所持して

いる。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その妻が、申立期間の国民年金保険料を平成５年５月にＡ町

役場で納付し、その際の領収証書を所持していると主張しているが、申立

人から提出された申立期間に係る領収証書の領収日付印は、手書きで記載

された形跡がうかがえる上、Ｂ市からは、当該領収証書は「Ａ町で発行し

た過年度納付書であるが、同町役場窓口で過年度保険料を収納することは

考えられず、平成５年５月に、同年４月から同年９月までの未納分の保険

料を過年度分として領収することはあり得ない。」との回答を得ているこ

とから、当該領収証書は申立期間の保険料を納付した事実を証明するもの

ではないと考えられる。 

また、オンライン記録及びＡ町の国民年金被保険者名簿（紙名簿）でも

申立期間は未納期間とされており、申立期間直後の平成５年 10 月から６

年３月までの期間も未納とされている上、申立人には国民年金加入期間に

おいて長期間の未納期間が見受けられる。 

さらに、申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1377 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年４月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年４月から 46 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料は、父親が、自宅に来ていたＡ団体の集金

人に毎月納付していたと記憶している。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社会保険事務所（当時）の国民年金受付処理簿によれば、申立人の国

民年金手帳記号番号は、昭和 46 年 10 月 23 日に払い出されたものである

こと、及び申立人に対して国民年金手帳が同年 10 月 30 日に送付されたこ

とが確認できることから、申立人の父親は、同年 10 月に申立人の国民年

金の加入手続を行ったものと推認され、それ以前に申立人に対して別の国

民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらな

い。このため、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点では、

申立期間の一部は、時効により国民年金保険料を納付できない期間である。 

また、前述の加入手続時点において、申立期間のうち、一部の期間は過

年度納付が可能であるものの、申立人は、当該加入手続を行った昭和 46

年度から 48 年度まで申請免除を受けていることを踏まえると、申立人の

父親が、申立期間の国民年金保険料を遡って納付していたとは直ちには推

認できない上、申立人は、国民年金の加入手続や国民年金保険料の納付に

関与しておらず、父親は既に死亡していることから、保険料の納付状況等

は不明である。 

さらに、申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1378 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年１月から 57 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年１月から 57 年３月まで 

私は、昭和 52 年８月に会社を退職した後、自ら事業を始めた。その

際、Ａ市役所に国民年金の加入手続に行った記憶がある。 

その後、会計事務等は外部委託しており、昭和 54 年から 57 年までの

確定申告書の控えに国民年金保険料額が記載されているので、申立期間

について国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付した証拠として、昭和 54

年から 57 年までの確定申告書の控えを提出しており、それらの社会保険

料控除欄には、ほぼ１人分の国民年金保険料額が記載されている。しかし

ながら、国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記

号番号は同年６月２日に払い出されていることが確認でき、それ以前に申

立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情は見当たらないことから、申立人が、申立期間の国民年金保険

料を現年度納付することはできなかったものと考えられる。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿（紙名簿）によれば、申立期間にお

いて、申立人は未納となっている一方、申立人の妻は、申立期間の国民年

金保険料を現年度納付していることが確認できることから、昭和 54 年か

ら 57 年までの確定申告書の控えに記載されている国民年金保険料額は、

申立人の妻の分である可能性が高い。 

さらに、申立人が申立期間当時、会計事務を委託していた者から聴取し

たが、確定申告書の記載内容については覚えていないとしており、ほかに

申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当た



らない。 

加えて、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された時点では、申立

期間の一部は時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、過年

度納付が可能な期間についても、申立人は、遡って保険料を納付した記憶

は無いと述べている。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1379 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年１月から 57 年３月までの期間、平成 16 年２月、同

年３月及び同年 10 月の国民年金付加保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年１月から 57 年３月まで 

             ② 平成 16 年２月及び同年３月 

             ③ 平成 16 年 10 月 

私は、結婚と同時に国民年金に加入した。義父が加入手続を行い、家

族の国民年金保険料を納付しており、付加年金にも加入していたと聞い

ている。 

また、夫婦共に国民年金第１号被保険者となった平成 16 年２月には、

併せて付加年金にも加入し、私が、付加保険料を含めて、夫婦二人分の

国民年金保険料を納付していた。 

申立期間の付加保険料が未納とされているのは納得できないので、こ

れらの申立期間を付加保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、その義父が国民年金の加入手続及び付

加年金の加入手続を行ってくれたと主張するところ、国民年金手帳記号番

号払出簿により、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 51 年１月 22 日に

払い出されていることが確認できるが、オンライン記録、国民年金被保険

者台帳（マイクロフィルム）及びＡ町（現在は、Ｂ市）の国民年金被保険

者名簿（紙名簿）のいずれも、申立人が付加年金に初めて加入したのは

57 年４月１日となっており、申立人が申立期間①について付加年金に加

入したことをうかがわせる記録は見当たらない。このため、申立期間①は

付加年金の未加入期間とされていることから、申立人の義父は、当該期間

の付加保険料を納付することはできなかったと考えられる上、義父は既に



死亡していることから、申立期間①における付加年金の加入手続及び付加

保険料の納付状況は不明である。 

また、申立期間②についても、オンライン記録及びＢ市の国民年金被保

険者名簿（電子データ）によれば、申立人がその夫と共に付加年金に再加

入したのは、平成 16 年４月１日であることが確認でき、申立期間②は夫

婦共に付加年金の未加入期間とされている。 

さらに、申立期間③については、申立人が所持する付加保険料の領収証

書により、申立期間③直前の平成 16 年４月から同年９月までの付加保険

料が、同年５月６日に発行された納付書により納付されていることが確認

できる一方、申立期間③直後の同年 11 月の付加保険料は、同年 12 月 13

日に再発行された納付書により納付されたことが確認できるが、その時点

では、申立期間③の付加保険料は納期限を過ぎて納付できない上、申立人

の夫についても、申立期間③の付加保険料は未納とされている。 

加えて、申立人が申立期間①、②及び③の付加保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が当該期間

の付加保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金付加保険料を納付し

ていたものと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2090 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年８月 10 日から 38 年６月１日まで 

私は、昭和 37 年８月 10 日から 44 年３月３日までＡ株式会社に勤務

したが、同社における厚生年金保険の加入期間は 38 年６月１日からと

なっているので、申立期間を加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ株式会社に入社した経緯及び勤務状況についての記憶から、

申立人が、申立期間に当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人自身も当初は臨時採用者であったと述べていると

ころ、Ａ株式会社から、当時は、臨時採用者は厚生年金保険に加入させて

おらず、正社員となった時点で加入させていた旨の回答が得られた。 

また、当該事業所における厚生年金保険の資格取得日が申立人と同一で

ある者に対する照会の結果、複数の者が、「Ａ株式会社では臨時採用者と

して入社し、一定期間経過後、正社員となっており、臨時採用者の期間は

厚生年金保険に加入していなかった。」と証言している。 

さらに、申立人の当該事業所における雇用保険の加入記録は、昭和 38

年６月１日から 44 年３月３日までとなっており、オンライン記録の被保

険者期間と合致している上、健康保険厚生年金保険被保険者原票とオンラ

イン記録の資格取得日も一致している。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は、申立期間について、その

妻と同様に国民年金に加入しており、当該期間は、保険料の全額免除期間

及び未納期間となっている。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな



い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2091 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年２月から同年６月まで 

厚生年金保険の被保険者期間を照会したところ、短期間であるが厚生

年金保険の未加入期間があった。 

未加入期間となっている平成３年２月から６月頃まで、株式会社Ａの

正社員として勤務しており、健康保険証をもらった記憶があり、厚生年

金保険にも加入していたと思うので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、株式会社Ａにおいて名前だけを覚えていた同僚に該当する被

保険者は、当該事業所のオンライン記録で１名いたものの、連絡先は分か

らず、申立期間に当該事業所において被保険者記録が確認できる 15 名に

照会し、回答があった６名全員が、申立人を「知らない。」あるいは「覚

えていない。」と述べており、申立人の勤務実態を確認することができな

い。 

また、上記回答した６名のうち５名は、いずれも入社１か月から４か月

後に厚生年金保険の被保険者資格を取得している上、３名は、「試用期間

があり、入社後直ちに厚生年金保険に加入できなかった。」と述べている。 

さらに、当該事業所が加入するＢ健康保険組合及び雇用保険の加入記録

を確認したが、申立人に係る記録は見当たらない。 

加えて、当該事業所の当時の事業主は既に亡くなっており、申立人の勤

務状況等について証言を得ることができず、ほかに申立人の申立期間にお

ける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2092 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者となることがで

きない期間であったことから、厚生年金保険の被保険者であったと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 35 年３月５日から同年４月１日まで 

私は、昭和 33 年 10 月から 35 年３月末までＡ株式会社（現在は、Ｂ

株式会社）に勤務したが、同年３月５日から同年４月１日までの厚生年

金保険の記録が無いので、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ株式会社の給料支払明細書より、申立人が退職

した昭和 35 年３月分の給与から厚生年金保険料が控除されていることが

確認できるとともに、申立人が厚生年金保険の被保険者資格を取得した

33 年 12 月の給料支払明細書から保険料の控除が確認できることから、当

該事業所では、厚生年金保険料を当月控除の取扱いとし、申立人は、35

年３月分の厚生年金保険料を退職した同年３月分の給与から控除されてい

たと認められる。 

しかしながら、厚生年金保険法第 19 条では、「被保険者期間を計算す

る場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資

格を喪失した月の前月までをこれに算入する。」とされ、同法第 14 条に

おいて、資格喪失の時期は、その事業所に使用されなくなった日の翌日と

されているところ、当該事業所では、申立人の在籍期間を確認できる人事

記録などは残っていないものの、当該事業所が保管している「被保険者名

簿」では、申立人の資格喪失日は昭和 35 年３月５日となっており、これ

は、健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（マイクロフィルム）及

びオンライン記録と一致している。 



また、申立人は、退職日についての記憶が曖昧であり、複数の同僚にも

照会したが、申立人の申立期間の勤務実態を確認できる証言は得られず、

申立人の退職日を特定することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る勤務実態を確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間について当該事業所に使用されていた者であったと言

えないことから、厚生年金保険の被保険者期間であったと認めることはで

きない。 



宮城厚生年金 事案 2093 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 14 年２月 26 日から同年４月１日まで 

私は、平成 12 年４月から 15 年 10 月まで、株式会社Ａ（平成 16 年に、

株式会社Ａの派遣事業をグループ会社のＢ株式会社へ譲渡）の派遣社員

として継続して勤務した。私の年金記録では、申立期間が国民年金保険

料の納付済期間となっているが、国民年金に加入した覚えも無いので、

申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びＢ株式会社が保管する株式会社Ａの給与支払明細書並びに申

立人が保管する期間従業員雇用契約書、就業条件明示書兼雇用契約書及び

申立てに係る事業所の社員であった者の証言から、申立人が申立期間に申

立てに係る事業所の派遣社員であったことは確認できる。 

しかしながら、給与支払明細書より、申立てに係る事業所の給与の支払

方法が月末締めの翌月 15 日支払であり、保険料も翌月控除であることが

確認できるが、申立期間に係る平成 14 年３月分及び同年４月分の給与支

払明細書では、同年２月分及び３月分の厚生年金保険料が控除されていな

いことが確認できる。 

また、Ｂ株式会社が保管する申立人の健康保険厚生年金保険被保険者資

格喪失確認通知書では、資格喪失日が平成 14 年２月 26 日とされているほ

か、備考欄には「平成 14 年２月 25 日退職」との記載がある。 

さらに、平成 14 年４月分の給与支払明細書には、同年３月の勤務が

「10 日」と記載されており、申立期間の同年３月に係る就業条件明示書

兼雇用契約書の派遣期間ともおおむね一致していることが確認できること

から、Ｂ株式会社では、「平成 14 年３月は 10 日間の勤務であり、厚生年



金保険の適用条件を満たしていないため加入させなかったと思う。」とし

ている。 

加えて、申立期間の平成 14 年２月に係る期間従業員雇用契約書には厚

生年金保険の適用に関する記載が無く、申立期間の同年３月に係る就業条

件明示書兼雇用契約書には厚生年金保険を適用する旨の記載があるが、Ｂ

株式会社では、「就業条件明示書兼雇用契約書に記載されている勤務内容

では、厚生年金保険への加入要件を満たしていないが、当時の担当者が書

類を作成する際に、誤って厚生年金保険の適用欄に印をつけてしまったの

ではないか。」としており、申立てに係る事業所の社員であった者も同様

の証言をしている。 

その上、Ｂ株式会社が保管する申立期間に係る健康保険厚生年金保険被

保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書、健康保険厚生年金保険被保

険者資格喪失確認通知書の内容とオンライン記録は一致しているほか、申

立人は、申立期間について国民年金に加入し、国民年金保険料を納付して

いることが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2094 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18 年４月１日から 21 年４月１日まで 

私は、昭和 18 年４月頃から 21 年３月頃まで、Ａ社（現在は、Ｂ社）

に勤務したが、厚生年金保険の加入記録が無い。 

    申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 18 年４月１日から 19 年５月 31 日までの期間は、

厚生年金保険法の前身である労働者年金保険法の施行期間であり、労働者

年金保険への加入は炭鉱及び工場等の現場で働く男子労働者に限られてい

たため、制度上、申立人は、労働者年金保険の被保険者となることができ

ない期間である。 

また、Ａ社は昭和 19 年６月１日に厚生年金保険の新規適用事業所とな

っているが、同年６月１日から同年９月 30 日までの期間は、厚生年金保

険法の適用準備期間であり、保険料徴収が開始されたのは同年 10 月１日

からであることから、当該期間は、厚生年金保険の被保険者となることが

できない期間である。 

さらに、申立人から聴取しても申立期間当時の勤務に関する記憶が必ず

しも定かではない上、制度上、厚生年金保険への加入が可能であった昭和

19 年 10 月１日以降の期間について、Ｂ社は、当該期間当時の関連資料が

無く、申立人に係る厚生年金保険の被保険者期間を確認できない旨回答し

ているとともに、当該事業所における申立期間に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿（マイクロフィルム）に申立人の氏名は見当たらない。 

加えて、申立人が名前を挙げた元同僚は既に死亡しており、当該同僚の

記録は確認できない。 



このほか、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料が事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2095 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36 年１月 29 日から 37 年 11 月１日まで 

私は、申立期間はＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）Ｃ支店に勤務し

ていたので、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の当時の勤務状況等に関する記憶及び元同僚の証言により、申立

人がＡ株式会社Ｃ支店に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人は、勤務期間についての記憶が定かではなく、申

立人を覚えている元同僚２人も申立人の勤務期間については明確に記憶し

ていないことから、申立人の当該事業所における勤務期間を特定すること

ができない。 

また、Ｂ株式会社では、当時の厚生年金保険の届出及び保険料控除の状

況等については、資料が無いため不明であると回答しているほか、当該事

業所が加入していたＤ健康保険組合においても、当時の資料は全て廃棄し

ていると回答しているため、申立人の当該組合への加入状況について確認

することができない。 

さらに、Ａ株式会社及び同社の合併先の４事業所における健康保険厚生

年金保険被保険者原票及びオンライン記録においても申立人の氏名は見当

たらない。 

加えて、オンライン記録によると、申立期間は国民年金の加入期間とな

っており、そのうち昭和 36 年４月から 37 年３月までの期間は国民年金保

険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2096 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 50 年９月 20 日から 51 年４月１日まで 

私は、昭和 50 年度にＡ事業所（厚生年金保険の適用事業所としては、

Ｂ事業所）に臨時職員として勤務したが、当該事業所における厚生年金

保険の加入記録が一部抜けているので、申立期間を厚生年金保険の加入

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所を統括するＣ事業所が保管するＡ事業所の臨時職員台帳による

と、申立人の勤務期間は、昭和 50 年４月１日から同年５月 31 日までの期

間、同年６月１日から同年９月 19 日までの期間及び同年９月 27 日から

51 年２月 26 日までの期間であることが確認できることから、申立人は、

申立期間の一部についてＡ事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ｃ事業所では、当時の厚生年金保険の届出及び保険料控

除の状況については、資料が無いため不明であると回答している。 

また、上記臨時職員台帳により、申立人以外に昭和 50 年度にＡ事業所

において臨時職員として勤務していた者は 10 人確認できるが、オンライ

ン記録によると、このうち３人は、申立人と同様に、同年度の勤務期間の

一部について、当該事業所における厚生年金保険の加入記録が見当たらな

い。 

さらに、申立期間当時、Ａ事業所において臨時職員として勤務していた

元同僚に、当時の臨時職員に係る厚生年金保険の加入状況等について照会

したところ、回答のあった３人のうち２人は「当時、当該事業所では臨時

職員でも厚生年金保険に加入しない人もいた。」と証言しており、オンラ

イン記録によると、当該同僚についても、自身が記憶する勤務期間の一部



について当該事業所における厚生年金保険の加入記録が見当たらないこと

から、当該事業所は必ずしも臨時職員全員を厚生年金保険に加入させてい

たわけではなかったことがうかがわれる。 

加えて、事業所名にＡ事業所の名称の一部が含まれる事業所を調査した

ところ、申立期間に厚生年金保険の適用事業所となっている事業所が５事

業所確認できたが、これらの事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票

及びオンライン記録においても申立人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2097 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年４月から 38 年３月 15 日まで 

私は、昭和 37 年４月からＡ事業所で事務員として働いていたが、厚

生年金保険被保険者の資格取得日が 38 年３月となっている。健康保険

に加入していた記憶があり、厚生年金保険に未加入であったとは理解で

きないので、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の勤務状況等に関する記憶及び事業主が保管している失業保険被

保険者資格取得確認通知書により、申立人が、昭和 37 年５月 30 日に失業

保険の被保険者資格を取得していることが確認できることから、申立期間

当時、申立人がＡ事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、事業主は、「当時の経理事務担当者は、社会保険等の事

務処理は適切に行っており、厚生年金保険に加入していなければ保険料を

控除していなかったと思う。当時は採用しても数か月もしないで辞める者

が多かったため、臨時職員や一定期間の試用期間を経てから正社員にして

いた者もいた。」と回答している。 

また、申立人が記憶している元同僚で経理事務を担当していた者は既に

亡くなっているため、申立期間に厚生年金保険の加入記録がある元同僚に

申立人の当時の勤務状況等を照会したところ、回答のあった３人のうち１

人は申立人を記憶しているものの、入社した時期及び保険料の控除につい

ては不明であるとしている上、ほかの２人は申立人を覚えていないと回答

していることから、申立人の当時の勤務状況及び保険料の控除等について

確認することができない。 

さらに、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立



人は、昭和 38 年３月 15 日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、39 年

11 月１日に資格を喪失しており、この記録はオンライン記録と一致して

いる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2098 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年４月頃から同年 10 月頃まで 

             ② 昭和 41 年 10 月頃から 42 年３月頃まで 

             ③ 昭和 42 年４月頃から 44 年３月頃まで 

申立期間①は、Ａ事業所（現在は、Ｂ事業所）に勤務した。申立期間

②は、Ｃ事業所（現在は、Ｄ事業所）に勤務した。申立期間③は、Ｅ事

業所に勤務した。 

各申立期間当時の給与明細書等は保管していないが、厚生年金保険に

加入していたと思うので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、事業主の回答により、勤務期間の特定には至らな

いが、申立人がＡ事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ事業所は、申立期間①当時は厚生

年金保険の適用事業所であった記録が確認できず、Ｂ事業所は、昭和 49

年９月６日に厚生年金保険の適用事業所となっていることが確認できる。 

また、Ｂ事業所の事業主は、当時の担当者は既に亡くなっており、当時

の資料は無いとしていることから、申立期間①当時の申立人の厚生年金保

険料控除等について確認することができない。 

さらに、申立人が記憶する同僚は、オンライン記録において特定できな

いことから、当時の状況について確認することができない。 

申立期間②について、Ｄ事業所の事業主は、当時の賃金支払記録から、

申立人は、昭和 41 年 10 月から 42 年５月 31 日まで勤務していたと回答し

ている。 

しかし、オンライン記録によると、Ｄ事業所は、昭和 47 年４月１日に



厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間②当時は適用事業所で

はないことが確認できる。 

また、Ｄ事業所の事業主は、申立期間②当時、厚生年金保険の適用事業

所ではなかったため、申立人の給与から厚生年金保険料は控除していない

としている。 

さらに、申立人から聴取しても申立期間②当時の同僚の氏名は不明であ

ることから、当時の状況について確認することができない。 

申立期間③について、オンライン記録によると、Ｅ事業所は、厚生年金

保険の適用事業所として確認できない。 

また、Ｅ事業所について、商業法人登記が無い上、事業主の氏名が不明

であることから、申立期間③における申立人の勤務期間及び厚生年金保険

料控除等を確認することができない。 

さらに、申立人が記憶する複数の同僚について、いずれもオンライン記

録で特定することができないことから、当時の状況について確認すること

ができない。 

このほか、申立人の各申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として各申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2099（事案 169 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29 年５月頃から 30 年２月１日まで 

私は、Ａ株式会社Ｂ工場に正社員として入社した昭和 29 年５月頃か

ら 30 年２月１日までの期間の厚生年金保険の加入記録が無いことにつ

いて年金記録に係る確認申立てを行い、訂正不要の通知を受けたが、同

社Ｃ工場では、傘下の同社Ｂ工場を含め事務手続は間違いなく行ってい

たはずなので、納得できない。同社Ｃ工場が 28 年４月１日に厚生年金

保険の適用を受けていることを知ったので、私同様、同社Ｃ工場に採用

された１年先輩である第１期生（昭和 28 年採用）の２人の厚生年金保

険の加入時期についても調査した上で、私の申立期間について再検討し

てもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、再申立てであり、当委員会では、申立人のＡ株式

会社における在籍期間証明書の記録及び申立人から提出された失業保険被

保険者転入届に記載された被保険者となった年月日から、申立人が昭和

29 年６月 26 日以降に当該事業所に継続して勤務していたことは認められ

るものの、ⅰ）申立人より先に入社したと認められる複数の者について、

健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において、申立人と同時（昭

和 30 年２月１日）に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが

確認できることから、事業主は、申立期間において申立人の厚生年金保険

の加入手続を行わなかったものと考えられること、ⅱ）事業主による申立

人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を推認できる関連資料及び周辺

事情が認められないことなどから、申立人が厚生年金保険被保険者として

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ



とを認めることはできないと決定し、同決定に基づき、平成 20 年７月４

日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、Ａ株式会社Ｃ工場に採用された申立人の１年先輩であ

る第１期生（昭和 28 年採用）正社員の２人が入社と同時に厚生年金保険

に加入していれば、申立人も正社員として採用されていることから、同様

の処遇がされていたはずであると主張している。 

これら２人の雇用保険加入時期及び厚生年金保険の資格取得時期を調査

したところ、いずれも入社した昭和 28 年４月１日と確認できる。 

しかし、当時のＡ株式会社における正社員と臨時職員の取扱いについて、

同社では不明であるとしているが、当時の同僚は、ⅰ）当時、正社員はＤ

県にある同社本社で試験を受けた者であり、４月採用であった、ⅱ）Ｃ工

場はＤ県から誘致された工場で、従業員は、Ｄ県からの転勤職員のほか、

Ｄ県で試験を受けた地元出身の正社員が２人いたが、そのほかは地元採用

の臨時職員であった、ⅲ）地元で採用され場合は、臨時職員であり、しば

らく勤務状況を見て、その成績や試験によって正社員に登用していた、

ⅳ）正社員は入社と同時に健康保険や厚生年金保険に加入したが、臨時職

員は加入していなかった、と証言しており、申立人が記憶している同僚を

含む５人の入社、雇用保険加入及び厚生年金保険資格取得の時期を確認し

たところ、正社員（第１期生）２人は、上記のとおり、入社、雇用保険加

入及び厚生年金保険被保険者資格取得の時期全てが昭和 28 年４月１日で

一致しているが、そのほかの３人（臨時職員であったとするもの２人、身

分不明の者１人）はいずれも４月採用ではなく、入社、雇用保険加入及び

厚生年金保険被保険者資格取得の時期が全て異なっており、申立人もこれ

ら３人と同じ状況にある上、照会を行った者のうち１人は、申立人も自分

と同様、臨時職員から正社員になった旨証言している。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者証の資格取得年月日は、昭和 30

年２月１日となっており、今回、申立人の厚生年金保険記号番号の払出年

月日を厚生年金保険記号番号払出簿で確認したところ、同年２月 19 日に

払い出されていることが確認でき、Ａ業株式会社Ｃ工場において、別の厚

生年金保険記号番号が払い出されていたとは考え難い。 

さらに、Ａ株式会社Ｃ工場の健康保険厚生年金保険被保険者名簿による

と、申立人が同社に採用されたとする昭和 29 年５月を含む 28 年４月から

30 年２月１日までの期間の健康保険番号は連番となっており、欠番は無

い。 

加えて、昭和 29 年５月から同年６月頃、Ａ株式会社本社所属で申立人

の面接を行った人事担当の管理職の者を確認してほしいとの申立人の主張

を踏まえ、同社人事部に照会したところ、該当する人物は確認できないと

の回答があり、また、当時、面接の仲介をした申立人の兄も他界しており、



当時の事情は確認できない。 

以上のとおり、今回、申立人から新たに提出された情報について調査し

たが、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事実は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると,

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2101（事案 314 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 63 年１月 19 日から平成２年５月 10 日 

まで 

             ② 平成２年６月 26 日から８年９月 21 日まで 

私は、昭和 60 年６月 18 日にＡ株式会社に季節工として採用されたが、

その後、同社の要請で常用雇用になり、同社に申立期間①及び②に勤務

していた。 

当時の給与明細書のとおり、平成８年９月 21 日に厚生年金保険被保

険者となるまでは、健康保険料と厚生年金保険料は控除されていないが、

届出手続をしなかった事業主の落ち度であるので、申立期間について厚

生年金保険被保険者として認めてもらいたく、年金記録に係る確認申立

てを行ったところ、訂正不要の通知を受けた。 

今回、新たな資料を提出するので、申立期間について再度調査しても

らいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、再申立てであり、当委員会では、ⅰ）申立人から

提出された給与明細書及び源泉徴収票では、申立期間に係る厚生年金保険

料が控除されていないこと、ⅱ）申立人が申立期間に勤務していたＡ株式

会社に照会したところ、昭和 63 年頃申立人を含む 18 名を臨時工として採

用した。当時から正社員は健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に加入さ

せており、臨時工は全員雇用保険のみの加入であったが、社会保険事務所

（当時）の指示により、申立人は、平成８年９月 21 日に厚生年金保険被

保険者資格を取得したとしていること、ⅲ）申立人は、申立期間 103 か月

のうち国民年金保険料を 76 か月納付していることなどから、申立人が厚



生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできないと決定し、同決定に

基づき、平成 20 年 10 月 31 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする

通知が行われている。 

今回、申立人から新たに提出された資料は、「給与明細書」（1995 年

９月度、1996 年２月度、同年３月度、同年４月度及び同年 10 月度）、

「賞与の明細書」（1996 年）及び「市民税・県民税特別徴収税額通知

書」（平成６年度、７年度及び９年度）であり、申立人は、前回申立ての

際に提出されたものを含め給与明細書、雇用保険の記録及び事業所の説明

などから申立期間①及び②についてＡ株式会社に勤務していたことは確認

できる。 

しかし、今回提出された資料は、いずれも申立期間②に係るものであり、

当該期間について、提出された給与明細書及び賞与の明細書を確認したと

ころ、いずれも厚生年金保険料は控除されていないことが確認できる。 

また、平成６年度及び７年度の「市民税・県民税特別徴収税額通知書」

に記載された社会保険料（平成６年度１万 5,556 円、７年度１万 5,011

円）は、前年度の給与明細書（平成６年度市民税・県民税特別徴収税額通

知書に対しては平成５年１月度及び同年７月度の２か月分、７年度同通知

書に対しては６年７月度、同年 11 月度及び同年 12 月度の３か月分）に記

載された雇用保険料から年間の雇用保険料を試算したところ、両年度の同

通知書に記載された社会保険料とおおむね一致する金額である（平成６年

度１万 6,758 円、７年度１万 5,996 円）ことから、６年度及び７年度の

同通知書に記載された社会保険料は、雇用保険料に相当する額であり、厚

生年金保険料は含まれていないものと推認できる。 

さらに、平成９年度「市民税・県民税特別徴収税額通知書」については、

その基礎資料である給与明細書が前回及び今回の申立ての際に申立人から

提出されている。この通知書に対しては８か月分（平成８年２月度から同

年７月度及び同年９月度、同年 10 月度）の給与明細書があり、これら全

ての給与明細書から厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

以上のとおり、今回、申立人から新たに提出された資料等を調査したが、

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事実は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると,

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2102 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年 11 月頃から 46 年１月頃まで 

私は、申立期間にＡ株式会社において勤務していたが、年金事務所か

ら申立期間の厚生年金保険の加入記録は見当たらないとの回答をもらっ

た。申立期間当時はパートとして、日曜日・祭日も休まないで約 14 か

月は確かに勤務した。申立期間は、厚生年金保険に加入していたと思う

ので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ株式会社」に勤務していたとしているところ、宮城県内

において「Ａ」を含む名称で厚生年金保険の適用事業所になっているもの

は当時、Ｂ株式会社（現在は、Ｃ株式会社）のみである。このＢ株式会社

の所在地と申立人が勤務先と記憶している所在地がほぼ一致していること、

及び申立人は、当時の勤務状況等を詳細に記憶していることから、申立人

が同事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ｂ株式会社の健康保険厚生年金保険被保険者原票（マイクロフ

ィルム）によると、申立期間に申立人の氏名は見当たらない上、申立人は、

Ｄ市出身の女性 10 人ぐらい（同年齢ぐらいの３、４人を含む。）と一緒

にパートとして同じ頃から勤務したとしているところ、当該事業所におい

て、申立期間に厚生年金保険被保険者資格を取得している者の生年月日を

調査したが、申立人に最も年齢が近い女性でも昭和４年生まれ１人であり、

その他の女性は 20 年代以降生まれであることから、上記Ｄ市出身の女性

全員が厚生年金保険に加入していたわけではなかったことがうかがえる。 

また、申立人は、「Ａ株式会社」で一緒に勤務した上記の女性 10 人ぐ

らいと一緒に辞め、株式会社Ｅへ皆で移ったとしているところ、株式会社



Ｅにおいて申立人と同じ昭和 46 年１月 26 日に厚生年金保険被保険者資格

を取得した者は１人確認できるが、この者のＢ株式会社における厚生年金

保険被保険者期間は申立期間より前の期間であることが確認できる。 

さらに、Ｃ株式会社は、「残っている当時の資料に申立人の氏名は無く、

申立人の在籍は確認できない。」旨回答しており、申立人に係る申立期間

当時の勤務実態及び厚生年金保険料控除等を確認することができない。 

加えて、申立人から聴取しても、一緒に勤務した同僚の氏名は不明であ

るため、申立期間にＢ株式会社において厚生年金保険被保険者記録がある

者 14 人に照会したが、申立てを確認できる証言は得られない上、当該事

業所における申立人に係る雇用保険加入記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


